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人口減少社会では，都市構造や経済活動等といった，都市活動規模の縮退が想定され，長期間に亘り都

市空間を占有する社会資本の整備検討には，空間を取り扱った経済モデルによる分析・評価は有用である．

一方，データ環境の充実や，将来の不確実性に対するシナリオ設定の複雑化を背景として，モデルの計算

負荷が増大傾向にあり，その低減は課題の一つと言える． 
本稿では，空間を扱う経済モデルの計算時間効率化を検討することを目的として，杉本らのモデルを対

象に，そこで使用される信頼領域法と，深層学習で広く用いられる RMSpropおよび Adamを最適化計算に

適用して比較を行った．この結果，RMSprop や Adam が，学習率の設定によっては，計算時間の効率化に

十分貢献することを確認した． 
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1. はじめに 

 

我が国は人口減少社会の局面にあり 1)，また，財政状

況は依然として厳しい状況下 2)にある．このような中で，

長期間に亘り都市空間を占有する社会資本を効率的に整

備するには，これまで以上に，都市構造や経済活動等と

いった，空間に依存する現象に着目した検討が必要とな

ると考える．これは人口減少社会において土地利用が疎

となることで，社会資本サービスの需要者であり経済活

動の主体である，世帯や企業の立地の選択肢が広がるた

めである．この際，空間を取り扱った経済モデルによる

分析・評価は有用であり，そのようなモデルの整備に関

しては，これまでも，SCGEモデルやCUEモデル，立地

均衡モデル等といったモデルの研究が蓄積されてきた．

その内容は安藤・溝上 3)や小池ら 4)等に記載されている． 

近年，モデル構築を取り巻く動向として，データ環境

の充実や，将来の不確実性に対するシナリオ設定の複雑

化がある．これらを背景に，モデル構築にあたり，空間

解像度の詳細化や時点の増大が生じ，シミュレーション

の最適化計算に数十時間を要するといった 5)，計算負荷

が増している．このため，計算負荷の低減は空間を扱う

経済モデル分析の課題の一つと言える．これまでも，モ

デルの計算効率化は課題として認識されていたものの 6)，

論文上，計算方法について記載が少なく，計算負荷の低

減に有効な，効率的な演算手法に関する考察は見当たら

ない． 

本稿では，空間を扱う経済モデルの計算時間効率化を

検討することを目的に，杉本ら 5)のモデルを対象に，信

頼領域法，RMSprop，Adamの3種類の手法による最適化

計算を実施して，結果の比較を行う．  

 

 

2. 比較のための条件設定 

 

(1) 対象モデル 

本稿では，杉本ら 5)のモデルを取り上げてケーススタ

ディを実施する．当該モデルは，土地の需給量が地代変

化により一致した時点で立地数が決定される，立地均衡

モデルを核として，複数のサブモデルから構成されたモ

デルである． 
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t年の人口分布（年齢階層別）

START

END

土地市場
需要量＝供給量

t＝最終年次

都市内転居モデル

都市外転居モデル

t=t+5

t=t+5

式(1)~(4)

式(5)

式(10)
式(8) 式(12)

式(13)~(16)

式(17)~(18)

式(19)

全体世帯数決定モデル

立地均衡モデル

式(11)

No

Yes

Yes

No No

モデルの全体構成は図-1のとおりであり，モデルの定

式化を表-1～表-4 に示す．モデルによる立地数は，式

(20)を非線形最小化問題として解くことで求められる． 
 

min
ோ೔,೟

ቂ∑ ൫𝐷௜,௧ − 𝐾௜,௧൯
ଶ

௜ ቃ (20) 

 
ここで，𝑖：ゾーン数，𝑡：期，𝑅：地代，𝐷：土地需

要量（式(19a)の左辺），𝐾：土地供給量（式(19a)の右

辺）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1：純移動世帯数と内・外転居世帯数の合計 

※2：世帯分布から内・内世帯数および内・外世帯数除いた分布 
図-1 モデルの全体構成 

表-1 モデルの定式化：全体世帯数決定モデル 

𝑃𝑂𝑃௧ାହ
௪ାହ = 𝑃𝑂𝑃௧

௪,௠ ∙ (𝑆௧
௪,௠ + 𝑀௧

௪,௠) 

+𝑃𝑂𝑃௧
௪,௙

∙ ൫𝑆௧
௪,௙

+ 𝑀௧
௪,௙

൯    (1) 

ただし，𝑤=0（0～4歳）の場合， 

𝑃𝑂𝑃௧
௪,௠ = ∑ 𝑃𝑂𝑃௧

ఓ,௙
∙ 𝑟௧ ∙

௅೟

ଵ଴଴ା௅೟
ఓ                 (2) 

𝑃𝑂𝑃௧
௪,௙

= ∑ 𝑃𝑂𝑃௧
ఓ,௙

∙ 𝑟௧ఓ − 𝑃𝑂𝑃௧
௪,௠

             (3) 

𝑁௧
௪ = 𝑃𝑂𝑃௧

௪,௠ ∙ 𝑁̇௧
௪,௠ + 𝑃𝑂𝑃௧

௪,௙
∙ 𝑁̇௧

௪,௙
          (4) 

𝐺௧
௪ = 𝑃𝑂𝑃௧

௪,௠ ∙ 𝑀௧
௪,௠ ∙ 𝑁̇௧

௪,௠ + 𝑃𝑂𝑃௧
௪,௙

∙ 𝑀௧
௪,௙

∙ 𝑁̇௧
௪,௙       (5) 

𝑡：期，𝑤：年齢階層（5 歳階級別），𝑚：男性，𝑓：女

性，𝑃𝑂𝑃：人口，𝑀௪：年齢階層𝑤から年齢階層𝑤 + 5にか

けての純移動率，𝑆௪：年齢階層𝑤から年齢階層𝑤 + 5にか

けての生残率，𝜇：15 歳～49 歳の年齢階層（5 歳階級別），

𝐿：出生性比， 𝑁：世帯数，𝑁̇：世帯主率，𝑟：子ども女性

比， 𝐺：純移動世帯数． 

表-2 モデルの定式化：都市外転居モデル 

𝑃𝑟𝑜𝑏൫𝐸௝,௧
௪ ห𝜆௝,௧

௪ ൯ = 𝐶ாೕ,೟
ೢேೕ,೟

ೢ ൫𝜆௝,௧
௪ ൯

ாೕ,೟
ೢ

൫1 − 𝜆௝,௧
௪ ൯

ேೕ,೟
ೢ ିாೕ,೟

ೢ

  (6) 

log ቊ
𝜆௝,௧

௪

1 − 𝜆௝,௧
௪ ቋ = 𝜑(𝑄௪,௡)  (7) 

𝑁௢௨௧,௜,௧
௪ = 𝑁௜,௧

௪ ∙ 𝑆௧̅
௪ ∙ 𝜆௝,௧

௪             (8) 

𝑃𝑟𝑜𝑏൫𝐸௝,௧
௪ ห𝜆௝,௧

௪ ൯：年齢𝑤の世帯主における市町村𝑗全体での

𝑡年から𝑡+5年にかけての都市外への転居率，𝐸：都市外への

転居数，𝜆：都市外への転居率， 𝜑(∙)：リンク関数，𝑄௡：

市町村ダミーのベクトル，i：ゾーン，𝑁௢௨௧：内・外転居世

帯数，𝑆̅：世帯自然増減率（世帯の新規発生および消滅が生

じる割合）． 

表-3 モデルの定式化：都市内転居モデル 

𝑃௜,௧
ᇱ௪ =

1

1 + exp (𝑉௜,௧
௪ + 𝜏௜

௪) (9)  

𝑁ᇱ
 ௜,௧
௪

= 𝑁௜,௧
௪ ∙ 𝑆௧̅

௪൫1 − 𝜆௝,௧
௪ ൯ ∙ 𝑃௜,௧

ᇱ௪ (10) 

𝑁෡ ௜,௧
௪ = 𝑁௜,௧

௪ ∙ 𝑆௧̅
௪ − ൫𝑁ᇱ

 ௜,௧
௪

+ 𝑁௢௨௧,௜,௧
௪ ൯ (11) 

𝑁௜௡,௧
௪ = 𝐺 ௧

௪ + ∑ 𝑁௢௨௧,௜,௧
௪

௜  (12) 

𝑃ᇱ：世帯が内・内転居（都市内転居）を行う確率，𝑉：間

接効用，𝜏：間接効用以外の地域（ゾーン）の魅力度を示す

項目． 

表-4 モデルの定式化：立地均衡モデル 

𝑉௜,௧
௪൫𝑈௜,௧

௪ ൯ = maxൣ𝑈௜,௧
௪ ൫𝑥௜

௪, 𝑏௜,௧
௪ , 𝐴𝐶𝐶௜

௪൯൧ (13a) 
s.t.  𝑝𝑥௜

௪ + 𝑅௜,௧𝑏௜,௧
௪ = 𝐼௜

௪  (13b) 

𝑉௜,௧
௪ = 𝑉௜,௧

௪൫𝐼௜
௪ , 𝑅௜,௧, 𝐴𝐶𝐶௜

௪൯ (14) 

𝑒௧
௪ = max

௉೔,೟
ೢ

൤෍ 𝑃௜,௧
௪𝑉௜,௧

௪

௜
−

1

𝜃௪
෍ ൫𝑃௜,௧

௪ ln 𝑃௜,௧
௪൯

௜
൨ (15a) 

s.t. ∑ 𝑃௜,௧
௪

௜ = 1  (15b) 

𝑃௜,௧
௪ =

exp൛𝜃௪ ∙ ൫𝑉௜,௧
௪ + 𝜏௜

௪൯ൟ

∑ exp൛𝜃௪ ∙ ൫𝑉௜,௧
௪ + 𝜏௜

௪൯ൟ௜
 (16)   

𝜋௜,௧ = max
௄೔,೟

ൣ𝑅௜,௧𝐾௜,௧ − 𝐶൫𝐾௜,௧൯൧ (17a) 

s.t.  𝐶൫𝐾௜,௧൯ = −𝜎௜𝐾ഥ௜,௧ ln ൬1 −
௄೔,೟

௄ഥ೔,೟
൰  (17b)   

𝐾௜,௧ = ൬1 −
ఙ೔

ோ೔,೟
൰ 𝐾ഥ௜,௧  (18)   

∑ ൣ𝐷௜,௧
௪ + 𝑏̇௜,௧

௪ ∙ 𝑁௜,௧
௪ ∙ (𝑆௧̅

௪ − 1) + 𝑏௜,௧
௪ ∙ ൫∑ 𝑁ᇱ

 ௜,௧
௪

୧ + 𝑁௜௡,௧
௪ ൯ ∙௪   

𝑃௜,௧
௪ − 𝑏̈௜,௧

௪ ∙ ൫𝑁௢௨௧,௜,௧
௪ + 𝑁ᇱ

 ௜,௧
௪

൯] = ቆ1 −
𝜎௜

𝑅௜,௧
ቇ ∙ 𝐾ഥ௜,௧ (19a)   

𝑏̇௜,௧
௪ = ቊ     

𝑏௜,௧
௪                          if   𝑆௧̅

௪ > 1

𝐷௜,௧
௪ 𝑁௜,௧

௪⁄                if   𝑆௧̅
௪ ≤ 1 

 (19b) 

𝑏̈௜,௧
௪ = ൞

𝐷௜,௧
௪ + 𝑏௜,௧

௪ ∙ 𝑁௜,௧
௪ ∙ (𝑆௧̅

௪ − 1)

𝑁௜,௧
௪ ∙ 𝑆௧̅

௪  if  𝑆௧̅
௪ > 1

            𝐷௜,௧
௪ 𝑁௜,௧

௪⁄                        if   𝑆௧̅
௪ ≤ 1 

 
(19c)   

𝑉：間接効用水準，𝑈：効用水準，𝑥：合成財需要量，𝑏：

一世帯当たりの土地需要量，𝐴𝐶𝐶：交通利便性，𝑝：合成財

価格，𝑅：地代，𝐼：所得， 𝑒：世帯の立地選択における最

大期待効用値，𝜃：ロジットパラメータ，𝑃௜ ：世帯がゾー

ン iを選択する確率，𝜋：利潤，𝐾：土地供給量，𝐶(∙)：不在

地主の費用関数，𝐾ഥ：土地供給可能量，𝜎：パラメータ，

𝐷௧：t期の土地需要量． 
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図-2 対象圏域およびゾーン区分 

 

 (2) 対象圏域 

対象圏域は，図-2 に示す岐阜都市圏の 10 市町（岐阜

市，羽島市，各務原市，山県市，瑞穂市，本巣市，岐南

町，笠松町，大野町，北方町）とする． 

ゾーンは，対象圏域内の 2 分の 1 地域メッシュ（約

500m メッシュ）のうち，2000 年・2005 年・2010 年のい

ずれかにおいて，国勢調査上，人口が存在するメッシュ

を対象とし，2,030ゾーンとする． 

 

(3) データ設定 

モデル構築に用いるデータは，先行研究 5)に準じて，

各種統計データより作成する．  

 

(4) 計算期間 

計算は2000年から2005年にかけての1期間実施する．  

 

 

3. 最適化手法の比較 

 

(1) 対象とする手法 

本検討では，先行研究 5)で使用される信頼領域法を基

準として，比較対象は，深層学習で用いられる最適化手

法のうち試験的にRMSpropとAdamとした． 

ここで信頼領域法とは，基礎的な最適化手法として知

られるニュートン法から発展させた手法で，目的関数を

近似したモデルが妥当であると思われる領域の大きさを

暫定的に与えた上で，探索方向を決定して最適化を図る

方法である 7)．RMSprop は，解の更新（学習率：Lerning 

Rate，略して lr）に勾配情報を用いる最急降下法をベー

スとしており，学習率のスケジューリングを考慮して，

その減衰抑制に過去の勾配との指数移動平均を用いた方

法である 8)．Adam は RMSprop を改良した方法で，学習

率の減衰抑制に，過去の勾配との指数移動平均だけでな

く，これに加えて，指数関数的減衰平均も考慮する手法

である 9)． 

表-5 計算ケース（学習率の設定値） 

手法 
学習率（太字：一般的な数値） 

※探索的に設定 

信頼領域法 － 

RMSprop 0.01，0.05，0.08，0.1，0.2，0.3，0.4，0.5，1.0 

Adam 
0.001，0.005，0.01，0.05，0.1，0.5，0.9，1.0，
5.0，10，50，100 

 

 (2) 計算ケースおよび使用パッケージ等 

計算ケースの設定にあたり，RMSprop と Adamについ

ては，ハイパーパラメータである学習率の数値を変化さ

せた場合を考える．これは，深層学習では学習率によっ

て学習速度（収束速度）が異なることが知られており，

適用場面に合わせてその都度調整される数値のためであ

る．本検討では，一般的な学習率の数値（RMSprop：

0.01，Adam：0.001）を踏まえて，表-5のとおり，探索的

に学習率を設定した．  

また，計算実施にあたり，信頼領域法は，科学技術計

算ライブラリSciPyのパッケージの一つであるoptimize に

を用いた．RMSprop と Adam は，機械学習ライブラリ

PyTorchのパッケージの一つである optimを用いた． 

なお，本検討の計算環境はプロセッサ：Intel Xeon E3-

1505M V6，RAM：32GB，OS：Windows10 Pro 64bitである． 

 

(3) 比較指標および収束条件 

比較指標は，Ａ：式(20)から計算されるゾーン別の土

地需要量と土地供給量の差分の二乗の総計（以下，残差

二乗和という），Ｂ：ゾーン別の土地需要量と土地供給

量の差分の二乗の最大値（以下，最大残差二乗という），

Ｃ：計算時間，の 3種類とする．このうち，Ａ・Ｂはそ

の値が小さければ，土地の需要量と供給量が整合してお

り，より優良な解が得られていることとなる．このため，

後述の比較の中で，信頼領域法を適用した場合の残差二

乗和と計算時間の両方を下回る値となれば，より優良な

解を持ち，かつ，計算時間を低減させたケースであるこ

とを示す． 

式(20)の最小化問題を解くにあたっての収束条件は，

最大残差二乗が 40,000を下回ることとした．これは，一

ゾーンあたり一世帯の誤差を許容し，統計情報 10)から，

対象圏域における一世帯あたりの平均土地需要量を 200

㎡と仮定したためである．なお，RMSprop と Adamは，

繰り返し計算回数の上限を 40,000回とした． 

 

(4) 結果の比較 

比較にあたり，まず，学習率の数値を一般的な設定と

した場合の RMSpropと Adamを対象に比較を行う．その

上で，収束時点での最大残差二乗および計算時間につい

て，全ケースの比較を行う． 
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図-3 一般的な学習率のRMSprop・Adamと信頼領域法の比較 

 

a) 残差二乗和・最大残差二乗の推移 

信頼領域法とRMSprop（lr=0.01），Adam（lr=0.001）に

ついて，残差二乗和と最大残差二乗の時間経過を図-3に

示す．結果として，信頼領域法では収束までに 1,118 分

（約 18.5時間）を要した．一方，RMSpropと Adamは，

一般的な学習率の設定では，繰り返し計算の上限回数内

では収束に至らなかった． 

以上より，深層学習の手法を用いる場合は，本検討の

場合でも，学習率の調整が必要であることを確認した． 

b) 収束時点の残差二乗和・計算時間の比較 

最大残差二乗が 40,000を下回った収束時点での各ケー

スの残差二乗和・計算時間を図-4に示す．これを基に，

信頼領域法からの改善状況をまとめたものを表-6に示す．  

以上より，RMSpropは lr=0.05, 0.08, 0.1，Adamは lr=0.05, 

0.1, 0.5, 0.9, 1.0, 5.0, 10, 100の全 11ケースで，残差二乗和・

計算時間ともに改善することを確認した．なかでも，

RMSpropは学習率0.1が最も速く，計算時間は386分（信

頼領域法より約 65％減）となった．同様に，Adam は学

習率 100が最も速く，計算時間は 4分（同約 99％減）と

なった．ここから，学習率の設定によっては，RMSprop

や Adamの適用は，立地均衡モデルの計算時間効率化に

対して，十分な貢献が期待できると言える． 

 

 

4. おわりに 

本稿では，空間を扱う経済モデルのうち杉本ら 5)のモ

デルを対象に，計算時間効率化の検討を目的に最適化手

法の比較を行った．その結果，RMSprop や Adamといっ

た深層学習の手法を用いることで，従来方法と比較して，

計算時間が効率化され，かつ，より優良な解となること

を確認した．本稿の検討は一事例に過ぎず一般性がある

かは別途検討の必要はあるものの，経済モデルに対する

深層学習の最適化手法の適用可能性は示せたと考える．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 各ケースの収束時点の残差二乗和・計算時間の比較 
表-6 各ケースの残差二乗和・計算時間の改善状況 

RMSprop 
 

学習率 

改善状況 Adam 
 

学習率 

改善状況 

残差 
二乗和 

計算 
時間 

残差 
二乗和 

計算 
時間 

0.01 － － 0.001 － － 

0.05 ○ ○ 0.005 － － 

0.08 ○ ○ 0.01 － － 

0.1 ○ ○ 0.05 ○ ○ 

0.2  ○ 0.1 ○ ○ 

0.3  ○ 0.5 ○ ○ 

0.4  ○ 0.9 ○ ○ 

0.5 － － 1.0 ○ ○ 

1.0 － － 5.0 ○ ○ 

○：信頼領域法よりも改善 
－：非収束 

10 ○ ○ 

50  ○ 

100 ○ ○ 
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